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・産業団地は分譲面積が前年度と比較して約26.9ha減少したことで、分譲収益が
大きく減少した。

・産業団地の分譲は、景気動向、企業の投資意欲及び分譲可能な在庫面積に左右
される。
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H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

分譲面積 13.8 37.4 27.0 24.1 26.6 5.4 23.8 5.6 35.6 8.7

分譲収益 30.4 71.7 46.0 26.3 55.8 10.0 45.0 12.8 52.2 29.0
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・住宅団地、商業用地及び業務用地は、分譲面積の減少（ R5：38,298.20 ㎡ →
R6：2,854.24㎡）に伴い、分譲収益も減少した。

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

分譲区画数 6 3 14 9 7 9 14 19 13 11

分譲収益 0.4 0.2 1.1 0.6 0.6 0.6 0.9 1.7 8.6 0.7
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・年度ごとにばらつきがあるものの、過去５年間で、年平均で約15.8haを分譲
している。

・令和６年度は19.6haを造成し、8.7haを分譲した。
在庫面積は前年度と比較して6.6ha増加した。
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〈損益計算書〉

増減率対前年度増減R6年度R５年度R４年度R３年度R２年度R元年度

%△ 50.6△ 3,1063,0276,1331,5084,6451,1145,686営業収益

%△ 55.7△ 3,0542,4275,4811,2533,8091,2375,193営業費用

%△ 8.0△ 52600652255836△ 123493営業損益

%00222468営業外収益

%△ 100.0△ 1011136営業外費用

%△ 7.8△ 51602653256839△ 120496経常損益

%△ 100.0△ 2120212200130特別利益

%△ 94.3△ 367223890100950特別損失

%21.8104580476276739△ 116446純損益

%△ 52.3△ 3,3183,0296,3471,5304,6491,1335,694総収益

%△ 58.3△ 3,4222,4495,8711,2543,9101,2495,248総費用

３ 収支の状況

・営業収益が営業費用を上回り、前年度にあった過年度損益修正による高額の
特別損失が、当年度はなかったことから、純利益は前年度と比較して104百万
円増の580百万円となり、21.8％増加した。
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(単位：百万円)
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・現金預金の動きを示すキャッシュフローは、業務活動による資金獲得を造成費用
等に伴う資金流出が上回り、現金預金は減少した。

・今後も第２次群馬県企業局経営基本計画に基づき、計画的な造成及び分譲を行う
ことで適正な資金運用を目指す。
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業務活動
に伴う資金獲得

団地造成等
に伴う資金流出

企業債償還
に伴う資金流出

キャッシュフローの状況 （単位：百万円）

R5年度 R6年度 前年度差

3,271 2,802 △ 469

うち当年度純利益 475 580 105

うち土地造成原価 5,281 2,200 △ 3,081

うち未払金の増減額（△は減少） △ 161 86 247

うち前受金の増減額（△は減少） △ 2,359 0 2,359

△ 5,459 △ 4,945 514

うち土地造成受託工事収入 0 0 0

うち土地造成雑収入 6 2 △ 4

うち土地造成費による支出 △ 5,288 △ 4,937 351

財務ＣＦ △ 15 0 15

うち企業債の償還 △ 15 0 15

資金増減額 △ 2,203 △ 2,143 60

資金期首残高 17,046 14,843 △ 2,203

資金期末残高 14,843 12,701 △ 2,142

業務ＣＦ

投資ＣＦ
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R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

群馬県 92.2 77.3 70.9 86.9 74.1

公営平均 68.5 75.7 56.1 60
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R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

群馬県 90.3 122.0 120.4 111.9 124.8

公営平均 153.1 137.8 115.6 157.2
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５ 経営指標の状況（経常収支比率、原価率）

・経常収支比率は124.8％であり、４年連続で100％を上回った。
・原価率は前年度と比較して、分譲収益に占める造成原価の割合が減少したため

74.1％と前年度と比較して減少した。
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R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

群馬県 773.9 1,550.3 574.7 3,294.0 2371.6

公営平均 610.0 696.3 574.7 1237.8
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（＝流動資産/流動負債）

群馬県

公営平均

５ 経営指標の状況（流動比率、自己資本構成比率）

・短期的な安全性を示す流動比率は、現金預金の減により流動資産が減少した
ことにより、前年度よりも 922.4％減少した。

・自己資本構成比率は、94.2％であり経営の安定性は高い。
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R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

群馬県 90.0 92.5 87.3 94.4 94.2

公営平均 △ 298.6 △ 193.2 70.5 △ 13.5
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